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第
２
次
安
倍
改
造
内
閣
が
９
月

３
日
に
発
足
し
た
。
新
た
に
地
方

創
生
担
当
大
臣
と
女
性
活
躍
担
当

大
臣
を
創
設
す
る
な
ど
閣
僚
は
１８

人
、
こ
の
う
ち
女
性
は
５
人
と
過

去
最
多
に
並
ん
だ
（
左
掲
）
。

安
倍
晋
三
・
内
閣
総
理
大
臣
は

記
者
会
見
で
「
改
造
内
閣
の
最
大

の
課
題
の
一
つ
が
、
元
気
で
豊
か

な
地
方
の
創
生
」
で
あ
る
と
し
、

女
性
の
輝
く
社
会
の
実
現
な
ど
有

言
実
行
、
政
策
実
現
に
ま
い
進
す

る
「
実
行
実
現
内

閣
」
と

命

名

し

た
。同

日
に
行
わ
れ

た

初

閣

議

で

は

「
ま
ち
・
ひ
と
・

し

ご

と

創

生

本

部
」
を

設

置

し

た
。
閣
議
決
定
で

は
「
人
口
急
減
・

超
高
齢
化
と
い
う

我
が
国
が
直
面
す
る
大
き
な
課
題

に
対
し
政
府
一
体
と
な
っ
て
取
り

組
み
、
各
地
域
が
そ
れ
ぞ
れ
の
特

徴
を
活
か
し
た
自
律
的
で
持
続
的

な
社
会
を
創
生
で
き
る
よ
う
」
同

本
部
を
内
閣
に
設
置
す
る
と
さ
れ

て
い
る
。
全
閣
僚
が
構
成
員
と
な

り
、
本
部
長
を
内
閣
総
理
大
臣
が
、

副
本
部
長
を
地
方
創
生
担
当
大
臣

と
内
閣
官
房
長
官
が
務
め
る
。

【
平
成
２６
年
９
月
３
日
発
足
】

▽
内
閣
総
理
大
臣
�
安
倍
晋
三

（
衆
）
▽
内
閣
法
第
九
条
の
第
一

順
位
指
定
大
臣
（
副
総
理
）
、
財

務
大
臣
、
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
金
融
）
、
デ
フ
レ
脱
却
担
当
�

麻
生
太
郎
（
衆
）
▽
総
務
大
臣
�

高
市
早
苗
（
衆
）
▽
法
務
大
臣
�

松
島
み
ど
り
（
衆
）
▽
外
務
大
臣

�
岸
田
文
雄
（
衆
）
▽
文
部
科
学

大
臣
、
教
育
再
生
担
当
、
東
京
オ

リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

担
当
�
下
村
博
文
（
衆
）
▽
厚
生

労
働
大
臣
�
塩
崎
恭
久
（
衆
）
▽

農
林
水
産
大
臣
�
西
川
公
也
（
衆
）

▽
経
済
産
業
大
臣
、
産
業
競
争
力

担
当
、
原
子
力
経
済
被
害
担
当
、

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
原
子
力

損
害
賠
償
・
廃
炉
等
支
援
機
構
）

�
小
渕
優
子
（
衆
）
▽
国
土
交
通

大
臣
、
水
循
環
政
策
担
当
�
太
田

昭
宏
（
衆
）
▽
環
境
大
臣
、
内
閣

府
特
命
担
当
大
臣
（
原
子
力
防
災
）

�
望
月
義
夫
（
衆
）
▽
防
衛
大
臣
、

安
全
保
障
法
制
担
当
�
江
渡
聡
徳

（
衆
）
▽
内
閣
官
房
長
官
、
沖
縄
基

地
負
担
軽
減
担
当
�
菅
義
偉
（
衆
）

▽
復
興
大
臣
、
福
島
原
発
事
故
再

生
総
括
担
当
�
竹
下
亘
（
衆
）
▽

国
家
公
安
委
員
会
委
員
長
、
拉
致

問
題
担
当
、
海
洋
政
策
・
領
土
問

題
担
当
、
国
土
強
靱
化
担
当
、
内

閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
防
災
）
�

山
谷
え
り
子
（
参
）
▽
内
閣
府
特

命
担
当
大
臣
（
沖
縄
及
び
北
方
対

策
、
科
学
技
術
政
策
、
宇
宙
政

策
）
、
情
報
通
信
技
術
（
Ｉ
Ｔ
）

政
策
担
当
、
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
担
当
、

ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
戦
略
担
当
�
山

口
俊
一
（
衆
）
▽
女
性
活
躍
担
当
、

行
政
改
革
担
当
、
国
家
公
務
員
制

度
担
当
、
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
消
費
者
及
び
食
品
安
全
、
規
制

改
革
、
少
子
化
対
策
、
男
女
共
同

参
画
）
�
有
村
治
子
（
参
）
▽
経

済
再
生
担
当
、
社
会
保
障
・
税
一

体
改
革
担
当
、
内
閣
府
特
命
担
当

大
臣
（
経
済
財
政
政
策
）
�
甘
利

明
（
衆
）
▽
地
方
創
生
担
当
、
内

閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
国
家
戦
略

特
別
区
域
）
�
石
破
茂
（
衆
）

第第
２２
次次
安安
倍倍
改改
造造
内内
閣閣

提
案
募
集
の
回
答
状
況
を
公
表

内
閣
府
は
８
月
２９
日
、
「
平
成

２６
年
の
提
案
募
集
方
式
に
お
け
る

各
府
省
か
ら
の
第
１
次
回
答
状

況
」
を
公
表
し
た
（
提
案
募
集
方

式
に
つ
い
て
は
本
紙
１
９
０
３
・

４
号
４
面
参
照
）
。

提
案
は
１
２
６
団
体
か
ら
９
５

３
件
あ
っ
た
が
、
こ
の
う
ち
検
討

対
象
外
の
６０
件
を
除
く
８
９
３
件

が
回
答
対
象
。
回
答
数
は
、
複
数

府
省
に
関
係
す
る
提
案
が
、
そ
れ

ぞ
れ
の
府
省
で
１
件
分
と
し
て
計

上
さ
れ
て
い
る
た
め
、
１
０
６
０

件
と
な
っ
た
。

回
答
状
況
は
、
実
施
９
件
（
複

数
計
上
さ
れ
て
い
る
同
一
案
件
の

提

案

を
１
件

と

数

え

る

と
７

件
）
、
手
挙
げ
方
式
に
よ
り
実
施

１
件
、
対
応
不
可
８
１
７
件
、
現

行
規
定
で
対
応
可
能
１
０
３
件
、

実
現
へ
向
け
対
応
検
討
５７
件
、
農

地
・
農
村
部
会
で
検
討
中
７３
件
と

な
っ
て
い
る
。

市
区
か
ら
の
提
案
で
、
実
施
と

さ
れ
た
事
項
は
、
豊
田
市
の
「
特

定
外
来
生
物
の
防
除
活
動
の
手
続

の
見
直
し
」
（
所
管
�
環
境
省
・

農
林
水
産
省
）
の
１
件
。

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
る

が
、
提
案
団
体
・
地
方
六
団
体
へ

の
意
見
照
会
（
９
月
１２
日
回
答
期

限
）
の
結
果
を
踏
ま
え
、
関
係
府

省
へ
再
度
の
意
見
照
会
が
行
わ
れ

る
。
そ
の
後
、
国
・
地
方
間
で
調

整
さ
れ
、
提
案
へ
の
対
応
方
針
に

つ
い
て
は
、
地
方
分
権
改
革
有
識

者
会
議
及
び
専
門
部
会
の
調
査
審

議
を
経
て
、
年
末
ま
で
に
、
地
方

分
権
改
革
推
進
本
部
決
定
及
び
閣

議
決
定
が
な
さ
れ
る
。
ま
た
、
法

律
改
正
に
よ
り
措
置
す
べ
き
事
項

に
つ
い
て
は
、
所
要
の
法
律
案
が

提
出
さ
れ
る
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1916号９月１５日平成26年
（2014年）

第第
２２
次次
安安
倍倍
改改
造造
内内
閣閣
がが
発発
足足

内閣府

【出典＝首相官邸ホームページ】

（１） 平成２６年９月１５日 第１９１６号



総
務
省
は
８
月
２９
日
、
「
平
成

２７
年
度
地
方
財
政
の
課
題
」
を
公

表
し
た
。

平
成
２７
年
度
地
方
財
政
収
支
の

仮
試
算
に
お
い
て
、
一
般
財
源
を

前
年
度
比
２
・
１
％
増
の
６１
・
６

兆
円
と
し
た
。
ま
た
、
地
方
税
に

つ
い
て
は
、
景
気
回
復
を
受
け
、

前
年
度
比
６
・
２
％
増
の
３７
・
２

兆
円
と
し
た
。

地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
考

え
方
で
あ
る
が
、
地
方
の
一
般
財

源
総
額
に
つ
い
て
、
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
１

４
」
と
「
中
期
財
政
計
画
」
で
示

さ
れ
た
方
針
を
踏
ま
え
、
２６
年
度

地
方
財
政
計
画
の
水
準
を
下
回
ら

な
い
よ
う
、
実
質
的
に
同
水
準
を

確
保
す
る
と
し
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
本

来
の
役
割
が
適
切
に
発
揮
さ
れ
る

よ
う
総
額
を
確
保
す
る
と
し
、
地

方
団
体
へ
の
交
付
ベ
ー
ス
（
出
口

ベ
ー
ス
）
で
、
前
年
度
比
５
％
減

の
１６
兆
４
５
０
億

円

を

要

求

す

る
。
こ
の
減
額
は
、
地
方
税
収
の

増
額
を
見
込
ん
だ
た
め
。

ま
た
、
極
め
て
厳
し
い
地
方
財

政
の
現
状
を
踏
ま
え
、
地
方
交
付

税
の
本
来
の
役
割
で
あ
る
財
源
調

整
機
能
と
財
源
保
障
機
能
が
適
切

に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と

や
、
地
方
の
創
生
と
人
口
減
少
の

克
服
に
必
要
な
財
源
を
安
定
的
に

確
保
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
交
付
税
率
の
引
き
上
げ
を
事

項
要
求
と
し
た
。

東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興

事
業
等
に
つ
い
て
は
、
通
常
収
支

と
は
別
枠
で
整
理
し
、
地
方
の
所

要
の
事
業
費
及
び
財
源
を
確
実
に

確
保
す
る
と
し
、
事
項
要
求
と
し

た
。な

お
、
こ
の
概
算
要
求
は
、
仮

置
き
の
計
数
で
あ
り
、
今
後
、
消

費
税
率
等
の
引
き
上
げ
に
つ
い
て

の
判
断
、
経
済
情
勢
の
推
移
、
税

制
改
正
の
内
容
な
ど
を
踏
ま
え
、

地
方
財
政
の
状
況
等
に
つ
い
て
検

討
を
加
え
、
予
算
編
成
過
程
で
調

整
す
る
と
し
た
。

地
方
交
付
税
の
算
定
基
礎
で

は
、
一
般
会
計
か
ら
交
付
税
及
び

譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計
へ
の
繰

入
れ
（
入
口
ベ
ー
ス
）
に
つ
い
て
、

前
年
度
比
０
・
３
％
減
の
１５
兆
９

７
８
６
億
円
と
し

た
。
内
訳
は
国
税

５
税
の
法
定
率
分

等
１２
兆
９
５
８
５

億
円
（
前
年
度
比

８
・
９
％
増
）
と

一
般
会
計
か
ら
の

加
算
分
３
兆
２
０

０
億
円
（
前
年
度

比

２６

・

７

％

減
）
。

国
税
５
税
の
法

定
率
分
は
い
ず
れ

も
増
額
要
求
と
し

て
い
る
。
な
お
、

国
税
５
税
の
法
定

率
は
、
▽
所
得
税

�
３２
％
▽
酒
税
�

３２
％
▽
法
人
税
�

３４
％
▽
消
費
税
�

２２
・
３
％
▽
た
ば

こ
税
�
２５
％
―
と

な
っ
て
い
る
。

一
般
会
計
か
ら

の

加

算

分

の

う

ち
、
別
枠
の
加
算

に
つ
い
て
は
、
地

方
の
税
収
の
動
向

等
を
踏
ま
え
、
前
年
度
比
１６
・
４

％
減
の
５
１
０
０
億
円
と
し
た
。

臨
時
財
政
対
策
特
例
加
算
に
つ

い
て
は
、
２６
年
度
か
ら
２８
年
度
に

お
け
る
財
源
不
足
を
国
と
地
方
が

折
半
で
補
填
す
る
ル
ー
ル
に
基
づ

く
が
、
地
方
税
収
の
増
額
に
よ
る

財
源
不
足
額
の
減
額
を
見
込
み
、

前
年
度
比
２３
・
７
％
減
の
２
兆
１

７
４
億
円
と
し
た
。

特
別
会
計
に
お
け
る
地
方
法
人

税
は
、
２６
年
度
の
地
方
税
制
改
正

に
お
い
て
創
設
さ
れ
た
。
法
人
住

民
税
の
税
率
引
き
下
げ
分
相
当
の

税
収
を
特
別
会
計
に
繰
り
入
れ
、

地
方
交
付
税
の
原
資
と
す
る
も
の

で
あ
る
。
２７
年
度
要
求
額
は
、
前

年
度
比
３
７
３
０
０
％
増
の
１
１

２
２
億
円
と
大
幅
増
で
あ
る
が
、

こ
れ
は
税
制
改
正
が
２６
年
１０
月
以

降
の
事
業
年
度
か
ら
の
適
用
の
た

め
、
２６
年
度
分
が
極
端
に
少
な
い

こ
と
に
よ
る
。
な
お
、
２７
年
度
分

に
つ
い
て
も
、
平
年
度
化
の
過
程

の
額
で
あ
る
。

激激
甚甚
災災
害害
にに
指指
定定

政
府
は
９
月
５
日
、
７
月
３０
日

か
ら
８
月
２５
日
ま
で
の
間
の
暴
風

雨
及
び
豪
雨
に
よ
る
災
害
に
つ
い

て
、
激
甚
災
害
に
指
定
し
、
併
せ

て
適
用
す
べ
き
措
置
を
指
定
す
る

政
令
を
閣
議
決
定
し
た
。

全
国
を
対
象
に
、
農
地
等
の
災

害
復
旧
事
業
等
に
係
る
補
助
の
特

別
措
置
な
ど
が
適
用
さ
れ
る
。

お
知
ら
せ

本
紙
９
月
２５
日
付
け
第
１

９
１
７
号
は
、
第
１
９
１
８

号
と
併
せ
、
１０
月
５
日
付
け

第
１
９
１
７
・
８
号
と
し
て

発
行
し
ま
す
。

平成２７年度地方交付税算定基礎

増減率

Ｃ／Ｂ

８．９％

４．８％

４．４％

７．５％

１３．８％

７．２％

△２１．０％

△２６．７％

△４３．０％

△１６．４％

△２３．７％

△０．３％

３７３００．０％

△１．１％

△９２．３％

△５．０％

※特別会計とは「交付税及び譲与税配付金特別会計」のこと。
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある。

増減額
（Ａ‐Ｂ）

Ｃ

１０，５３９

２，２６３

１８８

２，５４９

４，７１４

１６６

△６５９

△１０，９８６

△３，７２２

△１，０００

△６，２６４

△４４７

１，１１９

△９，０７７

△７，９５８

△８，４０５

平成２６年度
当初予算額

Ｂ

１１９，０４６

４７，３２８

４，２９１

３４，０６１

３４，２０６

２，３０５

△３，１４５

４１，１８６

８，６４８

６，１００

２６，４３８

１６０，２３２

３

８，６２０

８，６２３

１６８，８５５

平成２７年度
当初要求額

Ａ

１２９，５８５

４９，５９１

４，４８０

３６，６１０

３８，９２０

２，４７１

△２，４８６

３０，２００

４，９２６

５，１００

２０，１７４

１５９，７８６

１，１２２

△４５８

６６４

１６０，４５０

区 分

国税５税の法定率分等 �
所得税×３２％

酒税×３２％

法人税×３４％

消費税×２２．３％

たばこ税×２５％

平成１９・２０年度精算分等

一般会計からの加算分 �
法定加算等

別枠の加算

臨時財政対策特例加算

計（入口ベース）�＋�＝�

地方法人税 �
その他（借入金償還額、繰越等）�

計 �＋�＝�

地方交付税総額（出口ベース）�＋�

一
般
会
計

特
別
会
計

地地
方方
交交
付付
税税
はは
５５
％％
減減
のの
１１６６
兆兆
円円

総
務
省
が
地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
概
要
を
公
表（単位：億円）

第１９１６号 平成２６年９月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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総
務
省
は
８
月
２９
日
、
「
平
成

２７
年
度
地
方
債
計
画
案
」
を
公
表

し
た
。

２７
年
度
の
計
画
額
の
規
模
は
、

前
年
度
比
０
・
２
％
減
の
１２
兆
８

０
２
７
億
円
と
な
っ
た
。
こ
の
う

ち
、
普
通
会
計
分
は
、
前
年
度
比

１
・
０
％
減
の
１０
兆
４
４
７
６
億

円
、
公
営
企
業
会
計
等
分
は
、
前

年
度
比
３
・
６
％
増
の
２
兆
３
５

５
１
億
円
を
見
込
ん
だ
。

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る

た
め
の
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
前

年
度
比
０
・
９
％
減
の
５
兆
５
４

５
８
億
円
を
見
込
ん
で
い
る
。
臨

財
債
は
、
地
方
税
収
が
増
額
と
な

れ
ば
少
な
く
な
る
が
、
過
去
の
元

利
償
還
分
が
あ
る
た
め
減
少
幅
が

小
さ
い
。

計
画
案
に
つ
い
て
は
、
臨
財
債

を
含
め
て
、
国
の
予
算
編
成
の
内

容
、
地
方
財
政
を
め
ぐ
る
動
向
等

に
対
応
し
、
全
体
と
し
て
所
要
の

修
正
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
分
に
つ
い
て

は
、
関
連
事
業
の
円
滑
な
推
進
の

た
め
、
公
的
資
金
で
所
要
額
全
額

の
確
保
を
図
り
、
別
途
策
定
す
る

と
し
た
。

第１０回地域医療政策セミナー
主催 全国自治体病院経営都市議会協議会

全国市議会議長会の全国自治体病院経営都市議会協議会は、加盟都市

・病院組合議会による病院経営の健全化のための活動に資することを目

的に、地域医療政策に関するセミナーを開催しております。

今回は、医師不足・偏在問題をはじめ、地域における医療現場の実態

について詳しいお２人の講師より、地域医療をいかに守り育てるかにつ

いて、お話を伺います。多数の方々のご参加をお待ちしております。

【開催日時】 平成２６年１０月２１日（火）１３：００～１６：４０（１２：００受付開始）

【開催場所】 都市センターホテル３階「コスモスホール」

東京都千代田区平河町２－４－１

【プログラム】

１３：１０～１４：４０「激動の時代の病院経営とは」

～これからの経営マネジメントと地域連携を考える～

社会福祉法人恩賜財団 済生会神奈川県支部 支部長

正 木 義 博 氏

１５：００～１６：３０「志を救われた泣き虫小児科医の一例」

～地域医療再生のヒント～

兵庫県立柏原病院 小児科部長兼地域医療連携部長

和 久 祥 三 氏

【参加対象】 全国自治体病院経営都市議会協議会加盟都市・病院組合の

議会正副議長、議員、議会事務局職員、病院職員、市長部

局保健福祉部門職員

【定 員】４００名程度（先着順）

※１都市当たりの人数制限はありません。

※定員に達した時点で締切といたします。

【参 加 費】 無料（ただし協議会加盟都市以外は１人２，０００円）

【申込方法】 参加申込書を全国市議会議長会ホームページよりダウンロ

ードし必要事項をご記入のうえFAXにてお申し込みくだ

さい。なお、必ず議会事務局を通じてお申し込みください。

【問合せ先】 全国市議会議長会政務第二部 片岡・内田

TEL：０３‐３２６２‐５２３６ FAX：０３‐３２６３‐５７５１

ホームページ http : //www.si-gichokai.jp/

第第
６６
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
６

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）

は
８
月
２９
日
、
総
務
省
で
開
催
し

た
。会

議
で
は
、
事
務
局
か
ら
、
第

５
回
専
門
小
委
員
会
に
お
け
る
主

な
議
論
、
地
方
公
共
団
体
の
ガ
バ

ナ
ン
ス
の
あ
り
方
に
関
す
る
参
考

資
料
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。

そ
の
後
、「
今
後
の
審
議
事
項
に

つ
い
て
」
を
議
題
と
し
、「
議
会
制

度
や
監
査
制
度
等
の
地
方
公
共
団

体
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
等
」

に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

第
５
回
専
門
小
委
員
会
ま
で
は

「
人
口
減
少
社
会
に
的
確
に
対
応

す
る
三
大
都
市
圏
及
び
地
方
圏
の

地
方
行
政
体
制
の
あ
り
方
」
に
つ

い
て
審
議
さ
れ
て
き
た
が
、
今
後

は
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
あ
り
方
等
を
中

心
に
審
議
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所
（旧・東京市政調査会）
第３９回『都市問題』公開講座

「女性の活躍推進」の虚実
２０１４年１０月２５日（土）１３：３０～１６：３０
日本プレスセンター １０階ホール

（〒１００‐００１１東京都千代田区内幸町２‐２‐１）

『都市問題』公開講座は、公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所（旧・

財団法人東京市政調査会）の発行する月刊誌『都市問題』の特集などから時宜に

適ったテーマを選び開催しています。

第３９回は次のような趣旨により、「『女性の活躍推進』の虚実」をテーマとし

て開催いたします。多数の方々のご参加をお待ちしております。

【開催趣旨】

安倍政権は成長戦略で「女性の活躍推進」をうたっている。しかし、職場では

女性は安くて便利な労働力として扱われがちであり、雇用自体が不安定である。

家庭では、性別による役割分担が依然として存在する。女性の社会進出を促す制

度的条件は脆弱といえよう。真に女性が社会的に活躍するために、いま何が必要

とされているのか。

基調講演

竹信 三恵子 氏（ジャーナリスト、和光大学教授、NPO法人官製ワーキングプ

ア研究会理事、NPO法人アジア女性資料センター理事）

パネルディスカッション

伊藤 和子 氏（弁護士、ヒューマンライツ・ナウ事務局長）

海老原 嗣生 氏（株式会社ニッチモ代表取締役、リクルートキャリアフェロー）

鴨 桃代 氏（全国コミュニティ・ユニオン連合会初代会長、なのはなユ

ニオン委員長）

東海林 智 氏（毎日新聞記者）

湯澤 直美 氏（立教大学コミュニティ福祉学部教授、「なくそう！子ども

の貧困」全国ネットワーク共同代表）

西村 美香 氏（成蹊大学法学部教授）＜司会＞

参 加 費：無料

参加申込み：後藤・安田記念東京都市研究所ホームページ

（http : //www.timr.or.jp）からお申し込みください。

申込み期限：２０１４年１０月２３日（木）

※満席となりしだい受付を終了しますので、お早めにお申し込みください。

問 合 せ 先：後藤・安田記念東京都市研究所 研究室

TEL：０３‐３５９１‐１２６１ FAX：０３‐３５９１‐１２７９

▼
議
長

▽
淡
路

松
本
英
志
（
８
・
８
）

▽
常
陸
大
宮

秋
山
信
夫
（
８
・
１１
）

▽
長
浜

竹
本
直
隆
（
８
・
１２
）

▽
桐
生

園
田
恵
三
（
８
・
１８
）

▽
松
阪

水
谷
晴
夫
（
８
・
１８
）

▽
常
陸
太
田

深
谷
秀
峰
（
８
・
２１
）

▽
知
立

永
田
起
也
（
８
・
２６
）

▽
新
居
浜

加
藤
喜
三
男
（
９
・
２
）

▼
副
議
長

▽
淡
路

太
田
善
雄
（
８
・
８
）

▽
常
陸
大
宮

�
村
和
郎
（
８
・
１１
）

▽
可
児

澤
野

伸
（
８
・
１２
）

▽
長
浜

浅
見
勝
也
（
８
・
１２
）

▽
松
阪

永
作
邦
夫
（
８
・
１８
）

▽
常
陸
太
田

菊
池
伸
也
（
８
・
２１
）

▽
知
立

風
間
勝
治
（
８
・
２６
）

▽
安
城

杉
浦
秀
昭
（
９
・
１
）

▽
能
代
市
（
秋
田
県
）

〒
０
１
８
―
３
１
９
２

秋
田
県

能
代
市
二
ツ
井
町
字
上
台
１
―
１

�
０
１
８
５
・
７
３
・
５
０
５
２

FAX
０
１
８
５
・
７
３
・
３
３
３
３

議議
会会
人人
事事

計
画
額
の
規
模
は
１２
・
８
兆
円

総
務
省
が
地
方
債
計
画
案
を
公
表

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更
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全
国
市
議
会
議
員
互
助
会
は
、

全
国
の
市
議
会
議
員
の
皆
さ
ま
を

会
員
と
し
、
相
互
扶
助
を
目
的
に

運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

現
在
、
任
意
加
入
の
保
険
と
し

て
、
疾
病
や
け
が
に
よ
る
入
院
・

手
術
を
補
償
す
る
「
全
国
市
議
会

議
員
医
療
保
険
制
度
」
と
、
傷
害

総
合
保
険
で
あ
る
「
全
国
市
議
会

議
員
団
体
補
償
制
度
」
の
２
つ
の

事
業
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

今
回
は
「
全
国
市
議
会
議
員
医

療
保
険
制
度
」
に
つ
い
て
、
ご
案

内
い
た
し
ま
す
。

本
制
度
は
団
体
割
引
２０
％
が
適

用
さ
れ
る
た
め
通
常
よ
り
割
安
な

保
険
料
で
の
加
入
が
可
能
と
な
っ

て
お
り
、
既
に
多
数
の
市
議
会
議

員
の
方
々
が
加
入
さ
れ
て
お
り
ま

す
。
保
険
期
間
は
、
毎
年
１
月
１

日
午
後
４
時
か
ら
の
１
年
間
と
な

り
ま
す
が
、
中
途
加
入
の
お
申
し

込
み
も
随
時
受
け
付
け
て
い
ま

す
。加

入
日
時
点
で
市
議
会
議
員
で

あ
れ
ば
、
ど
な
た
で
も
加
入
資
格

が
あ
り
、
本
人
と
併
せ
て
配
偶
者

も
同
時
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

加
入
時
の
医
師
の
審
査
は
不
要

で
健
康
状
態
の
告
知
の
み
で
加
入

で
き
ま
す
。
ま
た
、
持
病
や
治
療

歴
が
あ
っ
て
も
条
件
付
き
で
加
入

で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

特
段
お
申
し
出
が
な
い
限
り
、

翌
年
度
以
降
も
自
動
更
新
い
た
し

ま
す
。
保
険
期
間
中
に
病
気
等
で

保
険
金
を
受
け
取
っ
て
も
、
翌
年

以
降
も
引
受
け
に
制
限
が
か
か
る

こ
と
な
く
加
入
時
と
同
じ
条
件
で

継
続
し
て
加
入
い
た
だ
け
ま
す
。

毎
月
の
保
険
料
は
、
年
齢
別
に

区
分
さ
れ
て
お
り
ま
す
が
補
償
内

容
は
一
律
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
電
話
に
て
各
種
医
療
に
関

す
る
相
談
に
応
じ
る
「
メ
デ
ィ
カ

ル
ア
シ
ス
ト
」
や
暮
ら
し
の
イ
ン

フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
等
、
役
立
つ
情

報
を
提
供
す
る
「
デ
イ
リ
ー
サ
ポ

ー
ト
」
な
ど
の
無
料
の
サ
ー
ビ
ス

も
充
実
し
て
お
り
ま
す
。

市
議
会
議
員
の
皆
さ
ま
が
万
が

一
疾
病
を
患
っ
た
際
や
、
が
ん
と

診
断
さ
れ
た
際
の
「
早
期
治
療
・

早
期
復
職
」
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
安

心
の
医
療
保
険
制
度
で
す
の
で
、

加
入
の
ご
検
討
を
お
願
い
い
た
し

ま
す
。

詳
し
く
は
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
（
平

成
２６
年
８
月
２２
日
付
け
に
て
各
市

議
会
事
務
局
に
送
付
）
を
ご
覧
く

だ
さ
い
。
資
料
請
求
は
無
料
で
す

の
で
、
全
国
市
議
会
議
長
会
・
全

国
市
議
会
議
員
互
助
会
ま
で
お
気

軽
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
（
�
０

３
・
３
２
６
２
・
５
２
３
３
）
。

ご案内

全全
国国
市市
議議
会会
議議
員員

医医
療療
保保
険険
制制
度度
全国市議会
議員互助会
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